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－32 （　  ）－





































て尋問することができる。その場合には 452 条 1 項 1 文及び 2ないし 4項の規
定が準用される。（2） 当事者間に債権の額について争いがあって，そのために
決定的となる事情を完全に明らかにすることが，債権の争っている部分の意義
と不均衡な困難を伴う場合，1項 1文 2 文の規定は，財産に関する紛争におい
ても他の場合に適合的に適用できる」と規定する 9。このほか，オーストリア民
































年 6 月 17 日欧州議会及び理事会規則」11（以下，「ローマ I 規則」とする）及び







このうち，ローマ I 規則では，同規則 12 条 1 項 c 号に債務不履行における
損害の算定に関する規定がある。同項柱書は「本規則により契約に適用される
法は，特に次の事項を規律する」とした上で，c 号に「係属中の裁判所におい
11　Regulation (EC) No 593/2008 of the European Parliament and of the Council of 17 June 
2008 on the law applicable to contractual obligations (Rome I), OJ L 117/6.
12　Regulation (EC) No 864/2007 of the European Parliament and of the Council of 11 July 
2007 on the law applicable to non-contractual obligations (Rome II), OJ L 119/40.
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てその訴訟法上許容されている権限の範囲において，法規で規定される損害額
の算定を含む全部又は一部の債務不履行の効果」と規定されている。一方，ロー







については，同規則 12 条 1 項 c 号の適用範囲ではなく，法廷地たる締約国法
によるとする 14。これに対して，ローマⅡ規則は， 2003 年の規則案においては，




13　Calliess/Schulze, Rome regulation, Kluwer Law International, 2011, p.253.
14　Calliess/Schulze, op.cit.(13), p.254.この例として「法のルールによって支配されない損害






16　Bücken, Internationales Beweisrecht im Europäischen internationalen Schuldrecht, 
Baden-Baden 2016, S.204.
17　Eickel, Die Anwendbarkeit von § 287 im Geltungsbereich der Rom I- und der Rom II-
Verordnung, IPRax 2014, S.156.
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こで，学説においては，むしろローマ I 規則 18 条及びローマⅡ規則 22 条との
関係を論じるものがある 21。両規則では，手続と証拠の問題については，ロー
マ I 規則 18 条及びローマⅡ規則 21 条と 22 条の例外を除き，法廷地法に委ね












19　Hay, Contemporary Approaches to Non-Contractual Obligations in Private 
International Law(Conflict of Laws) and the European Community's "Rome II" 




















マⅡ規則 12 条 1 項 c 号のための損害認定の権限については，ドイツの手続法
によらしめるのが適切であろう」と述べる 23 ものや，ローマ I 規則 18 条 1 項及





































26　Dickson, The Rome II regulation, Oxford University Press 2010, pp.591.
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－39 （　  ）－
したその元夫である。原告は被告に対して，ドイツの裁判所で，ポーランドで
生活する子たちの扶養料として，1986 年 4 月からの養育費を請求した。












(Schätzung) である（ZPO287）」と述べ ZPO287 条に依拠した額の認定を行っ
た。そして，子たちへの必要額は，ポーランドの生活費，必需品以外に必要な
経費などから個別具体的に判断すべきとしている。







利息債権については，契約準拠法であるイタリア民法 1284 条 1 項によれば，
法定利率は 5％であり，5％を超える利息は，損害賠償のほか利息を請求でき
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支払のあった 624.75 ユーロを控除した上で，D の代替車費用の請求は認め，
B の評価損についてはこれを否定した。実体問題はドイツ民法施行法（以下
「EGBGB」とする）40 条 1 項またハーグ交通事故準拠法条約 27 3 条においても，
オランダ法であるとした。そして B の評価損については，オランダ法を適用し，
年月が経ちすぎているので，認められないとする一方，代替者費用の「標準料





































































本件は，2009 年 1 月 11 日以降に発生した不法行為に関するものであるとし


















Schadeverzekeringen NV v Odenbreit [2007] ECR I–11321）に従って，直接請求権を有す
る交通事故被害者の住所地であるドイツに管轄を認めている。
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ZPO287 条 1 条 2 文と 3文は，賠償請求訴訟における「証拠調べの軽減」を
図るものでとされ，裁判所は額のみならず，責任根拠の原因も認定できる。よっ
て，国内法上の通説は，ZPO287 条は ZPO286 条の証明度の軽減を目的とする
規定と考えている 30。但し，この規定が手続のみならず，実体の結果にも影響
を与える規定であることも認識されていた 31。
30　Stein/Jonas/Leipold, Kommentar zur ZPO, Band 4, 22. Aufl., Tübingen 2008, § 287 Rn. 43.
31　Geimer, Internationles Zivilprozessrecht, 7. Neubearb. Aufl., Köln 2015, Rn.2237f.
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抵触法上も，従来の通説はこの問題は証明度に包摂されるものであるとした
上で，証明度は手続問題であるとして，ドイツ法の排他的な適用を主張してき
















32　Riezler, Internationales Zivilprozessrecht und prozessuales Fremdenrecht, Tübingen 
1949, S.466. なお，この問題の対象制度として，オーストリア民事訴訟法273条を挙げてい
る。
33　Looschelders, Internationales Privatrecht Art.3-46 EGBGB, Heidelberg 2004, Art.32 
Rn.16; Westermann/Grunewald/Reimer/Hohloch, Erman Bürgerlies Gesetzbuch, 14.neu 
bearb. Aufl., Köln 2014, EGBGB Anh Ⅲ Art 26 Rn.11; Geimer, a.a.O.(Fn.31), Rn. 2237;Eickel, 
a.a.O.(Fn.17), S.156.;Bücken,a.a.O.(Fn.16), S.213f.
34　Geimer,a.a.O.(Fn.31), Rn.2237.
35　von Hoffmann, Staudingers Kommentar zum BGB, 13. Bearb., Berin 2002, EGBGB 34, 
Rn. 204.
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訟法 248 条の適用を明示した裁判例は見当たらない 37。
そこで，損害額の算定が問題となった裁判例をみていきたい。損害額の算定
について検討した裁判例のうち，外国法が準拠法となったものとしては，アル





ついては，Schack, Beweisregeln und Beweismaß im Internationalen Zivilprozessrecht, 
in:Lugani/Jakob/Mäsch/Reuß/Schmid(herg.), Zwischenbilanz-Festschrift für Dagmar 




































































































－50 （　  ）－
用されうるほどの強い強行法規性を有するかが問われることになろう 47。







































































認定を行うものと解されている。この点，東京高判平成 25 年 8 月 30 日判時
































































関する近時のドイツ及びEUの議論については，Pfeiffer, Datumtheorie und „local data“ in 
der Rom II-VO - am Beispiel von Straßenverkehrsunfällen, in:Michaels/Solomon（herg.）, 
Liber Amicorum Klaus Schurigzum 70. Geburtstag, München 2012, S.229ff:わが国でも
データ理論については，通則法の不法行為の準拠法を巡る解釈論でもこれを考慮しうるとす
る見解として，櫻田＝道垣内編・前掲書（注1）459頁〔西谷〕。
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